
店舗一覧

〒988－0084　宮城県気仙沼市八日町二丁目4－10
TEL0226－22－6830　FAX0226－22－1493
ホームページ http://www.shinkin.co.jp/kshinkin/

トピックストピックス
　2019年9月30日現在の営業状況は下記のとおりです。
　休止している店舗の復旧には今しばらく時間を要する見込みであり、皆さまにはご迷惑をおかけしており誠に申し訳ござい
ません。つきましては、お近くの店舗または仮店舗をご利用いただきますようお願い申し上げます。
【通常営業】
・本　　店　宮城県気仙沼市八日町二丁目4-10　　　　　　　TEL：0226（22）6830（代）
・鹿折支店　　　　〃　　　新浜町二丁目4-13　　　　　　　TEL：0226（22）6950（代）
・津谷支店　　　　〃　　　本吉町津谷新明戸190-1　　　　 TEL：0226（42）2666（代）
・志津川支店　宮城県本吉郡南三陸町志津川字磯の沢117-49　 TEL：0226（46）2619（代）
・駅前支店　宮城県気仙沼市古町一丁目2-10　　　　　　　　 TEL：0226（23）1020（代）
・南 支 店　　　　〃　　　田谷12-1　　　　　　　　 　　　TEL：0226（23）6330（代）
・松岩支店　　　　〃　　　松崎萱33-14　　　　　　　　　 TEL：0226（24）2700（代）
・盛 支 店　岩手県大船渡市盛町字内の目1-11　　　　　　　 TEL：0192（27）4131（代）
・東新城支店　宮城県気仙沼市東新城二丁目10-1　　　　　　　 TEL：0226（22）6731（代）
【休止中】
・内の脇支店　宮城県気仙沼市魚市場前2-1
・高田支店　岩手県陸前高田市高田町字馬場前45-10
・大船渡支店　   〃　大船渡市大船渡町字茶屋前1
　

【融資相談室のご案内】
次の店舗に融資相談室を開設しております。
・南支店２階特設ブース　宮城県気仙沼市田谷12-1　フリーダイヤル　TEL：0120-333-670
 （内の脇支店をご利用のお客様）
・盛支店２階特設ブース　岩手県大船渡市盛町字内の目1-11　TEL：0192-27-4131（代）
 （高田支店・大船渡支店をご利用のお客様）

【仮店舗、相談受付】
次の場所に仮店舗を設置し相談業務等を行っております。
・高田支店　　岩手県陸前高田市高田町字鳴石50-10　陸前高田商工会仮設内　TEL：0192（54）2139
　（火曜日の10時～15時、火曜日が休日の場合は翌営業日）
ご不明な点は、最寄りの店舗または本部総務部（0226-22-6831）までご連絡下さい。

2019年上半期お客様支援に関する取組み

地域支援

販路拡大支援

よい仕事おこしフェア 地産都消プロジェクト

旅行客の誘致 復興祈念公園寄付金贈呈式

経営育成支援

各種相談ブース マーケティングセミナー

創業支援

みんなの笑顔助成金贈呈 創業スクール

気仙沼市内湾地区から気仙沼信用金庫本店（2017年3月再建）を望む

気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館（旧気仙沼向洋高校）

気仙沼信用金庫

気仙沼信用金庫　ミニディスクロージャー01＿＃02　表　　CMYK　5702394　627x297　　2019.11.19　改4　win成松
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42

162

244

171

265

有価証券の時価状況

金融再生法開示債権及び同債権に対する状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（注）左記の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施
行規則」第４条の規定により分類しており、集計方法については
2019年4月から９月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに
業況悪化等による債務者区分の引下げ等があった債務者について、当
金庫の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い集計し
ております。

１．「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、会社更生、破産、
再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれに準ずる債権（以下、破産更正債権等という）です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取ができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、要注意先債務者に対する債権のうち、「３ヶ
月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない
債権であり、「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債
権」、「要管理債権」以外の債権です。

※開示しております計数は、すべて単位未満を切り捨てて記載しております。

自己資本比率は、金融機関の健全性を示す指標であります。
当金庫の自己資本比率は、国内基準の４％を大きく上回る水準
となっており、健全で強固な経営体力を有しております。

金融再生法ベースの債務者区分による不良債権額については、2019年3月末と比べ、不良債権比率は0.06%減少しております。
この開示債権のうち、多くは担保、保証および貸倒引当金により保全されており、加えて自己資本も十分に備えております。
また、開示額は、財務上の問題からの債務者区分を基準としたもので、必ずしも全てが延滞や回収不能に陥っている訳ではありません。

危　険　債　権

要 管 理 債 権

不良債権計（A）

正　常　債　権

保　全　額（B）

　貸倒引当金

　担保・保証等

保全率（B）/（A）

不 良 債 権 比 率

破綻更正債権及び
これらに準ずる債権

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　2．上記の「その他」は、外国証券です。
　　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。
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満 期 保 有 目 的 の 債 券
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貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年3月末2019年3月末
貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年9月末2019年9月末

200
900

1,100

202
867

1,069

2
32

△ 30

2019年3月末 2019年9月末

業務純益 経常利益 当期純利益

収益の状況

地域行事への参加

自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円）

単体自己資本比率

預金残高の推移

2019年9月末貸出金業種別構成比

貸出金の業種別内訳

預金積金の減少は、東日本大震災からの復興に伴う公金預金の流出が要
因です。貸出金残高は、東日本大震災からの復興が進んだことによる返
済もありましたが、役職員一丸となって推進したことで、末残、平残とも
に増加しました。

預金・貸出金・預け金・有価証券の状況

（単位：百万円）

2018年
9月末
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3月末

2019年
9月末

130,000

140,000

150,000

160,000

120,000

0

金融業、保険業 15.4%

情報通信業 0.0%

電気・ガス・
熱供給・水道業 0.9%

農業、林業 0.4%

運輸業、
郵便業 1.6%

漁業 2.9%
鉱業、採石業、砂利採取業 0.0%

その他のサービス 1.6%その他のサービス 1.6%

物品賃貸業 0.1%物品賃貸業 0.1%
学術研究・専門・技術サービス業 0.2%学術研究・専門・技術サービス業 0.2%
宿泊業 0.9%宿泊業 0.9%飲食業 1.1%飲食業 1.1%

医療・福祉 2.3%医療・福祉 2.3%
教育・学習支援業 0.1%教育・学習支援業 0.1%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%

（単位：百万円）

2019年3月末
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̶
3,879
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26
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4,865
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5,284

28
18
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868

67
1,052
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31,327

5,584
8,622

45,534

4,125
189

1,294
̶

3,297
406

14
696

4,915
6,932
5,282

25
97

400
472
973

64
1,012

729
30,931

5,058
8,905

44,895

2019年9月末
製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究・専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 ・ 学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

業 種 区 分

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載
しております。

貸出金残高の推移
（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

40,000
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預け金の推移
（単位：百万円）
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60,000

80,000

100,000

0

有価証券の推移
（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

30,000

40,000
45,000

0

合 計
時価が貸借対照表計上額を超えないもの
時価が貸借対照表計上額を超えるもの

2019年9月末の自己資本比率は です。

自己資本額

自己資本比率の推移

（単位：百万円）

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

20,249 20,331
20,000

15,000

0

（単位：百万円）

預　　金

2019年3月 2019年9月

貸 出 金

預 け 金

有価証券

147,066
151,932

45,534
44,207
91,720
98,549
39,384
36,377

149,357
148,958

44,895
44,665
89,683
92,530
44,740
39,396

2018年9月
152,900
151,478

44,541
44,093
98,909
99,552
37,786
34,888

残高
平残
残高
平残
残高
平残
残高
平残

152,900
147,066

44,541
45,534

98,909
91,720

37,786 39,384

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

国内基準4％

自己資本の額 （イ）－（ロ）（ハ） 20,331

36.93%
2,603

52,440
55,044

13
221

20,122
20,344

20,405

32.93%
2,603

59,345
61,948

10
125

20,291
20,416コア資本に係る基礎項目の額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 A

信用リスク・アセットの額の合計額　　　　　　　　　 Ｃ

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 Ｄ

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金合計額 B

Ａ+Ｂ　（イ）

コア資本に係る調整項目 （ロ）
リスク・アセット等の額の合計額 Ｃ+Ｄ　（ニ）

自己資本比率（ハ）/（ニ） 

項　　目 2019年３月 2019年９月

気仙沼みなとまつり 大船渡夏まつり

そ の 他

996

1,942

159

3,097

42,514

3,025

1,854

1,171

97.65

6.79

962

1,897

166

3,026

41,918

2,953

1,811

1,141

97.57

6.73

令和元年度上期の業績は、税引後利益で 計上いたしました。

コア業務純益

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

コア業務純益
（投資信託解約損益を除く）

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

個人（住宅・消費・納税資金等）
19.8%

地方公共団体
11.3%

不動産業
11.8%

卸売業、小売業 10.9%

建設業 7.3%
製造業
9.2%

4
37,694

3,105
5,263

29,324
3,131

40,830
̶

1,102
̶
̶

1,102
̶

1,102
41,933

3
36,094

2,871
5,000

28,223
2,968
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̶

1,104
̶
̶

1,104
̶
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40,171

1
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1,763
̶

△ 1
̶
̶

△ 1
̶

△ 1
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2,800
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2,117
2,722

4
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△ 77
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172 166

62 62
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149,357

44,895

89,683

44,740
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 166百万円 

32.93％ 
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有価証券の時価状況

金融再生法開示債権及び同債権に対する状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（注）左記の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施
行規則」第４条の規定により分類しており、集計方法については
2019年4月から９月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに
業況悪化等による債務者区分の引下げ等があった債務者について、当
金庫の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い集計し
ております。

１．「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、会社更生、破産、
再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれに準ずる債権（以下、破産更正債権等という）です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取ができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、要注意先債務者に対する債権のうち、「３ヶ
月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない
債権であり、「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債
権」、「要管理債権」以外の債権です。

※開示しております計数は、すべて単位未満を切り捨てて記載しております。

自己資本比率は、金融機関の健全性を示す指標であります。
当金庫の自己資本比率は、国内基準の４％を大きく上回る水準
となっており、健全で強固な経営体力を有しております。

金融再生法ベースの債務者区分による不良債権額については、2019年3月末と比べ、不良債権比率は0.06%減少しております。
この開示債権のうち、多くは担保、保証および貸倒引当金により保全されており、加えて自己資本も十分に備えております。
また、開示額は、財務上の問題からの債務者区分を基準としたもので、必ずしも全てが延滞や回収不能に陥っている訳ではありません。

危　険　債　権

要 管 理 債 権

不良債権計（A）

正　常　債　権

保　全　額（B）

　貸倒引当金

　担保・保証等

保全率（B）/（A）

不 良 債 権 比 率

破綻更正債権及び
これらに準ずる債権

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　2．上記の「その他」は、外国証券です。
　　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

そ の 他 有 価 証 券

合 計

国 　 債
地 方 債
社 　 債

株 　 式
債 　 券

そ の 他
小 　 計

種　類 貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

4
35,735

3,102
5,480

27,152
2,139

37,879
̶

396
̶
̶

396
0

396
38,276

3
34,300

2,872
5,200

26,227
2,068

36,372
̶

399
̶
̶

399
0

399
36,772

1
1,435

229
280
925

70
1,507

̶
△ 3

̶
̶
0
0

△ 3
1,504

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え る も の

国 　 債
地 方 債
社 　 債

株 　 式
債 　 券

そ の 他
小 　 計

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

満 期 保 有 目 的 の 債 券

そ の 他

貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年3月末2019年3月末
貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年9月末2019年9月末

200
900

1,100

202
867

1,069

2
32

△ 30

2019年3月末 2019年9月末

業務純益 経常利益 当期純利益

収益の状況

地域行事への参加

自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円）

単体自己資本比率

預金残高の推移

2019年9月末貸出金業種別構成比

貸出金の業種別内訳

預金積金の減少は、東日本大震災からの復興に伴う公金預金の流出が要
因です。貸出金残高は、東日本大震災からの復興が進んだことによる返
済もありましたが、役職員一丸となって推進したことで、末残、平残とも
に増加しました。

預金・貸出金・預け金・有価証券の状況

（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

130,000

140,000

150,000

160,000
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0

金融業、保険業 15.4%

情報通信業 0.0%

電気・ガス・
熱供給・水道業 0.9%

農業、林業 0.4%

運輸業、
郵便業 1.6%

漁業 2.9%
鉱業、採石業、砂利採取業 0.0%

その他のサービス 1.6%その他のサービス 1.6%

物品賃貸業 0.1%物品賃貸業 0.1%
学術研究・専門・技術サービス業 0.2%学術研究・専門・技術サービス業 0.2%
宿泊業 0.9%宿泊業 0.9%飲食業 1.1%飲食業 1.1%

医療・福祉 2.3%医療・福祉 2.3%
教育・学習支援業 0.1%教育・学習支援業 0.1%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%

（単位：百万円）

2019年3月末
4,179

236
1,522

̶
3,879

410
26

697
4,865
6,586
5,284

28
18

428
446
868

67
1,052

730
31,327

5,584
8,622

45,534

4,125
189

1,294
̶

3,297
406
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696

4,915
6,932
5,282

25
97

400
472
973
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1,012

729
30,931

5,058
8,905

44,895

2019年9月末
製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究・専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 ・ 学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

業 種 区 分

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載
しております。

貸出金残高の推移
（単位：百万円）
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預け金の推移
（単位：百万円）
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有価証券の推移
（単位：百万円）
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3月末
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30,000

40,000
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0

合 計
時価が貸借対照表計上額を超えないもの
時価が貸借対照表計上額を超えるもの

2019年9月末の自己資本比率は です。

自己資本額

自己資本比率の推移

（単位：百万円）
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9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

20,249 20,331
20,000

15,000

0

（単位：百万円）

預　　金

2019年3月 2019年9月

貸 出 金

預 け 金

有価証券

147,066
151,932

45,534
44,207
91,720
98,549
39,384
36,377

149,357
148,958

44,895
44,665
89,683
92,530
44,740
39,396

2018年9月
152,900
151,478

44,541
44,093
98,909
99,552
37,786
34,888

残高
平残
残高
平残
残高
平残
残高
平残

152,900
147,066

44,541
45,534

98,909
91,720

37,786 39,384

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

国内基準4％

自己資本の額 （イ）－（ロ）（ハ） 20,331

36.93%
2,603

52,440
55,044

13
221

20,122
20,344

20,405

32.93%
2,603

59,345
61,948

10
125

20,291
20,416コア資本に係る基礎項目の額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 A

信用リスク・アセットの額の合計額　　　　　　　　　 Ｃ

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 Ｄ

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金合計額 B

Ａ+Ｂ　（イ）

コア資本に係る調整項目 （ロ）
リスク・アセット等の額の合計額 Ｃ+Ｄ　（ニ）

自己資本比率（ハ）/（ニ） 

項　　目 2019年３月 2019年９月

気仙沼みなとまつり 大船渡夏まつり

そ の 他

996

1,942

159

3,097

42,514

3,025

1,854

1,171

97.65

6.79

962

1,897

166

3,026

41,918

2,953

1,811

1,141

97.57

6.73

令和元年度上期の業績は、税引後利益で 計上いたしました。

コア業務純益
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9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

コア業務純益
（投資信託解約損益を除く）
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9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

個人（住宅・消費・納税資金等）
19.8%

地方公共団体
11.3%

不動産業
11.8%

卸売業、小売業 10.9%

建設業 7.3%
製造業
9.2%

4
37,694

3,105
5,263

29,324
3,131

40,830
̶

1,102
̶
̶

1,102
̶

1,102
41,933

3
36,094

2,871
5,000

28,223
2,968

39,066
̶

1,104
̶
̶

1,104
̶
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1
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̶
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̶
̶
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有価証券の時価状況

金融再生法開示債権及び同債権に対する状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（注）左記の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施
行規則」第４条の規定により分類しており、集計方法については
2019年4月から９月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに
業況悪化等による債務者区分の引下げ等があった債務者について、当
金庫の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い集計し
ております。

１．「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、会社更生、破産、
再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれに準ずる債権（以下、破産更正債権等という）です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取ができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、要注意先債務者に対する債権のうち、「３ヶ
月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない
債権であり、「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債
権」、「要管理債権」以外の債権です。

※開示しております計数は、すべて単位未満を切り捨てて記載しております。

自己資本比率は、金融機関の健全性を示す指標であります。
当金庫の自己資本比率は、国内基準の４％を大きく上回る水準
となっており、健全で強固な経営体力を有しております。

金融再生法ベースの債務者区分による不良債権額については、2019年3月末と比べ、不良債権比率は0.06%減少しております。
この開示債権のうち、多くは担保、保証および貸倒引当金により保全されており、加えて自己資本も十分に備えております。
また、開示額は、財務上の問題からの債務者区分を基準としたもので、必ずしも全てが延滞や回収不能に陥っている訳ではありません。

危　険　債　権

要 管 理 債 権

不良債権計（A）

正　常　債　権

保　全　額（B）

　貸倒引当金

　担保・保証等

保全率（B）/（A）

不 良 債 権 比 率

破綻更正債権及び
これらに準ずる債権

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　　2．上記の「その他」は、外国証券です。
　　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。
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4
35,735

3,102
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27,152
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̶
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̶
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0
0

△ 3
1,504

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上
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超 え る も の
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地 方 債
社 　 債

株 　 式
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貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

満 期 保 有 目 的 の 債 券

そ の 他

貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年3月末2019年3月末
貸借対照表
計　上　額
貸借対照表
計　上　額 時　価時　価 差　額差　額

2019年9月末2019年9月末

200
900

1,100

202
867

1,069

2
32

△ 30

2019年3月末 2019年9月末

業務純益 経常利益 当期純利益

収益の状況

地域行事への参加

自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円）

単体自己資本比率

預金残高の推移

2019年9月末貸出金業種別構成比

貸出金の業種別内訳

預金積金の減少は、東日本大震災からの復興に伴う公金預金の流出が要
因です。貸出金残高は、東日本大震災からの復興が進んだことによる返
済もありましたが、役職員一丸となって推進したことで、末残、平残とも
に増加しました。

預金・貸出金・預け金・有価証券の状況

（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

130,000
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電気・ガス・
熱供給・水道業 0.9%

農業、林業 0.4%

運輸業、
郵便業 1.6%

漁業 2.9%
鉱業、採石業、砂利採取業 0.0%

その他のサービス 1.6%その他のサービス 1.6%

物品賃貸業 0.1%物品賃貸業 0.1%
学術研究・専門・技術サービス業 0.2%学術研究・専門・技術サービス業 0.2%
宿泊業 0.9%宿泊業 0.9%飲食業 1.1%飲食業 1.1%

医療・福祉 2.3%医療・福祉 2.3%
教育・学習支援業 0.1%教育・学習支援業 0.1%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%
生活関連サービス業、　　
娯楽業 2.2%

（単位：百万円）

2019年3月末
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̶
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45,534

4,125
189

1,294
̶

3,297
406

14
696

4,915
6,932
5,282

25
97

400
472
973

64
1,012

729
30,931

5,058
8,905

44,895

2019年9月末
製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究・専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 ・ 学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

業 種 区 分

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載
しております。

貸出金残高の推移
（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

40,000

45,000

50,000

0

預け金の推移
（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

60,000

80,000

100,000

0

有価証券の推移
（単位：百万円）

2018年
9月末

2019年
3月末

2019年
9月末

30,000

40,000
45,000

0

合 計
時価が貸借対照表計上額を超えないもの
時価が貸借対照表計上額を超えるもの

2019年9月末の自己資本比率は です。

自己資本額

自己資本比率の推移

（単位：百万円）

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

20,249 20,331
20,000

15,000

0

（単位：百万円）

預　　金

2019年3月 2019年9月

貸 出 金

預 け 金

有価証券

147,066
151,932

45,534
44,207
91,720
98,549
39,384
36,377

149,357
148,958

44,895
44,665
89,683
92,530
44,740
39,396

2018年9月
152,900
151,478

44,541
44,093
98,909
99,552
37,786
34,888

残高
平残
残高
平残
残高
平残
残高
平残

152,900
147,066

44,541
45,534

98,909
91,720

37,786 39,384

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

国内基準4％

自己資本の額 （イ）－（ロ）（ハ） 20,331

36.93%
2,603

52,440
55,044

13
221

20,122
20,344

20,405

32.93%
2,603

59,345
61,948

10
125

20,291
20,416コア資本に係る基礎項目の額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 A

信用リスク・アセットの額の合計額　　　　　　　　　 Ｃ

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 Ｄ

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金合計額 B

Ａ+Ｂ　（イ）

コア資本に係る調整項目 （ロ）
リスク・アセット等の額の合計額 Ｃ+Ｄ　（ニ）

自己資本比率（ハ）/（ニ） 

項　　目 2019年３月 2019年９月

気仙沼みなとまつり 大船渡夏まつり

そ の 他

996

1,942

159

3,097

42,514

3,025

1,854

1,171

97.65

6.79

962

1,897

166

3,026

41,918

2,953

1,811

1,141

97.57

6.73

令和元年度上期の業績は、税引後利益で 計上いたしました。

コア業務純益

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

コア業務純益
（投資信託解約損益を除く）

2018年
9月期

2019年
3月期

2019年
9月期

40
90

個人（住宅・消費・納税資金等）
19.8%

地方公共団体
11.3%

不動産業
11.8%

卸売業、小売業 10.9%

建設業 7.3%
製造業
9.2%

4
37,694

3,105
5,263

29,324
3,131

40,830
̶

1,102
̶
̶

1,102
̶

1,102
41,933

3
36,094

2,871
5,000

28,223
2,968

39,066
̶

1,104
̶
̶

1,104
̶

1,104
40,171

1
1,599

234
263

1,101
162

1,763
̶

△ 1
̶
̶

△ 1
̶

△ 1
1,761

600
2,200
2,800

604
2,117
2,722

4
△ 82
△ 77

62

172 166

62 62

20,405

149,357

44,895

89,683

44,740

92

 166百万円 

32.93％ 

気仙沼信用金庫　ミニディスクロージャー　中面　　CMYK　5702394　627x297　　2019.11.18　改4　win成松

0

50

100

150

200

250

300



店舗一覧

〒988－0084　宮城県気仙沼市八日町二丁目4－10
TEL0226－22－6830　FAX0226－22－1493
ホームページ http://www.shinkin.co.jp/kshinkin/

トピックストピックス
　2019年9月30日現在の営業状況は下記のとおりです。
　休止している店舗の復旧には今しばらく時間を要する見込みであり、皆さまにはご迷惑をおかけしており誠に申し訳ござい
ません。つきましては、お近くの店舗または仮店舗をご利用いただきますようお願い申し上げます。
【通常営業】
・本　　店　宮城県気仙沼市八日町二丁目4-10　　　　　　　TEL：0226（22）6830（代）
・鹿折支店　　　　〃　　　新浜町二丁目4-13　　　　　　　TEL：0226（22）6950（代）
・津谷支店　　　　〃　　　本吉町津谷新明戸190-1　　　　 TEL：0226（42）2666（代）
・志津川支店　宮城県本吉郡南三陸町志津川字磯の沢117-49　 TEL：0226（46）2619（代）
・駅前支店　宮城県気仙沼市古町一丁目2-10　　　　　　　　 TEL：0226（23）1020（代）
・南 支 店　　　　〃　　　田谷12-1　　　　　　　　 　　　TEL：0226（23）6330（代）
・松岩支店　　　　〃　　　松崎萱33-14　　　　　　　　　 TEL：0226（24）2700（代）
・盛 支 店　岩手県大船渡市盛町字内の目1-11　　　　　　　 TEL：0192（27）4131（代）
・東新城支店　宮城県気仙沼市東新城二丁目10-1　　　　　　　 TEL：0226（22）6731（代）
【休止中】
・内の脇支店　宮城県気仙沼市魚市場前2-1
・高田支店　岩手県陸前高田市高田町字馬場前45-10
・大船渡支店　   〃　大船渡市大船渡町字茶屋前1
　

【融資相談室のご案内】
次の店舗に融資相談室を開設しております。
・南支店２階特設ブース　宮城県気仙沼市田谷12-1　フリーダイヤル　TEL：0120-333-670
 （内の脇支店をご利用のお客様）
・盛支店２階特設ブース　岩手県大船渡市盛町字内の目1-11　TEL：0192-27-4131（代）
 （高田支店・大船渡支店をご利用のお客様）

【仮店舗、相談受付】
次の場所に仮店舗を設置し相談業務等を行っております。
・高田支店　　岩手県陸前高田市高田町字鳴石50-10　陸前高田商工会仮設内　TEL：0192（54）2139
　（火曜日の10時～15時、火曜日が休日の場合は翌営業日）
ご不明な点は、最寄りの店舗または本部総務部（0226-22-6831）までご連絡下さい。

2019年上半期お客様支援に関する取組み

地域支援

販路拡大支援

よい仕事おこしフェア 地産都消プロジェクト

旅行客の誘致 復興祈念公園寄付金贈呈式

経営育成支援

各種相談ブース マーケティングセミナー

創業支援

みんなの笑顔助成金贈呈 創業スクール

気仙沼市内湾地区から気仙沼信用金庫本店（2017年3月再建）を望む

気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館（旧気仙沼向洋高校）

気仙沼信用金庫
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